
貸   借   対   照   表

（２０２５年３月３１日現在）

　 株 式 会 社　双　洋

（単位：千円）

資         産         の        部 負         債         の        部

科　　　　目 金　　額 科　　　　目 金　　額

流 動 資 産 7,110,083 流 動 負 債 5,614,912

現 金 ・ 預 金 1,088,540 支 払 手 形 5,775

受 取 手 形 494,825 買 掛 金 5,037,442

売 掛 金 4,713,295 短 期 借 入 金 435,973

棚 卸 資 産 346,584 未 払 金 11,093

前 払 金 88 未 払 法 人 税 等 63,327

前 払 費 用 4,651 未 払 消 費 税 等 4,276

未 収 入 金 67,291 未 払 費 用 32,950

仮 払 金 94,124 前 受 金 231

Ｃ Ｍ Ｓ 預 け 金 300,685 預 り 金 605

仮 受 金 10

賞 与 引 当 金 23,231

固 定 資 産 63,960 固 定 負 債 43,339

有 形 固 定 資 産 4,838 退 職 給 付 引 当 金 40,306

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 4,838 預 り 保 証 金 3,033

無 形 固 定 資 産 366

利 用 権 366 負 債 合 計 5,658,251

純 資 産 の 部

投 資 そ の 他 の 資 産 58,756 株 主 資 本 1,515,792

関 係 会 社 株 式 10,000 資 本 金 30,000

長 期 前 払 費 用 180 資 本 剰 余 金 2,500

繰 延 税 金 資 産 26,357 利 益 剰 余 金 1,483,292

そ の 他 22,219 純 資 産 合 計 1,515,792

資 産 合 計 7,174,043 負 債 及 び 純 資 産 合 計 7,174,043

※㈱双洋は、２０２５年４月１日に商号を日東紡グローバルトレーディング㈱へ変更いたしました。



損   益   計   算   書

自 ２０２４年  ４月  １日

至 ２０２５年  ３月３１日

株式会社　双　洋

(単位：千円）

科　　　　　目

売 上 高 8,578,522

売 上 原 価 7,926,746

売 上 総 利 益 651,777

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 365,542

営       業        利        益 286,235

受 取 利 息 ・ 配 当 金 1,580

そ の 他 15,687 17,267

支 払 利 息 33

そ の 他 1,009 1,042

経        常       利          益 302,460

302,460

112,698

▲ 5,802

195,563

金　　　　額

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益



個別注記表 

                    株式会社 双洋 

１．重要な会計方針 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

その他の有価証券 

市場価格のない株式等･･･移動平均法による原価法を採用しております。    

棚卸資産 

      主として月別移動平均法による原価法（貸借対照表については収益性の低価による

簿価切り下げの方法）により算定している。  

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産  定額法  

 

無形固定資産   定額法。 

 

（３）重要な引当金の計上方法 

Ⅰ 貸倒引当金 

売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績 

率により計算した金額を計上し，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に 

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

Ⅱ 賞与引当金 

従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上 

している。 

Ⅲ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上している。 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

商品又は製品に係る収益は、主に卸売又は製造等による販売であり、顧客との販

売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義

務は、商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品に対する

支配を獲得して充足されると判断し、引き渡し時点で収益を認識しております。た

だし、当該国内販売については、出荷時点で収益を認識しております。当社が代理

人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しております。 

 



（５）消費税等の処理方法 

税抜方式によっている。 

 

２. 収益認識に関する注記 

(１) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

    当社は、原繊材事業、機能材事業、設備材事業を営んでおります。原繊材事業は、 

グラスファイバー原繊製品（ヤーン、ロービング、チョップドストランド等）の販 

売を行っております。機能材事業は、グラスファイバー機能製品（ガラスクロス等） 

の販売を行っております。設備材事業は、産業資材用途 

グラスファイバー製品の販売、グラスウール製品（断熱材用途）の販売を行ってお 

ります。 

                   

また、各事業の売上高は、2,537,584 千円、4,470,597 千円、1,570,340 千円であり 

ます。 

 

(２) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

    収益を理解するための基礎となる情報は、個別注記表の「１．重要な会計方針 （４） 

収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。 

 

(３) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローと 

の関係並びに当会計年度末において存在する顧客との契約から翌会計年度以降に 

認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報 

 

① 契約資産及び契約負債の残高等 

    当社の契約資産及び契約負債については、残高に重要性が乏しく、重大な変動も 

発生していないため、記載を省略しております。また、過去の期間に充足（又は 

部分的に充足）した履行義務から、当会計年度に認識した収益に重要性はありま 

せん。 

 

② 残存履行義務に配分した取引価格 

    当社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約 

期間が１年を超える重要な契約がないため、記載を省略しております。また、顧 

客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はあり 

ません。 

 

 



３．株主資本等変動計算書関係 

（１）当事業年度末日における発行済株式の種類と数 普通株式  600 千株 

（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

  ①2024 年 6 月 20 日株主総会において次の通り決議しました。 

   配当金の総額 66,670 千円（配当性向 50％） 

   株式の種類  普通株式 

   配当の原資  利益剰余金 

   基準日    2024 年 3月 31 日 

   効力発生日  2024 年 6月 21 日 

 

（３）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

  ①2025 年 6 月 26 日株主総会において次の通り付議します。 

   配当金の総額 97,782 千円（配当性向 50％） 

   株式の種類  普通株式 

   配当の原資  利益剰余金とすることを予定しております。 

   基準日    2025 年 3月 31 日 

   効力発生日  2025 年 6月 27 日 

  

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


